
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,236,925 1,105,608 39,677 1,145,284 ▲7.4% 

震災対応分 30,712 24,800 24,800 ▲19.2% 

特別会計 431,670 443,830 443,830 2.8%

震災対応分 3,886 2,911 2,911 ▲25.1% 

準公営企業会計 7,240 6,655 6,655 ▲8.1% 

震災対応分 96 97 97 0.4%

公営企業会計 37,235 38,663 38,663 3.8%

震災対応分 30 42 42 39.3%

合計(総会計) 1,713,070 1,594,755 39,677 1,634,432 ▲4.6% 

震災対応分 34,724 27,850 27,850 ▲19.8% 

令和4年度
11月現計予算額

A

令和5年度予算額

令和５年度 １２月補正予算（第４号）案の概要
令和５年１２月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を踏まえ、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金などを活用

した物価高への対応や、国土強靱化、防災・減災など県民の安全・安心の確保に向けた経費を予算化。

○ 具体的には、生活困窮世帯やLPガス利用者の負担軽減に向けた支援のほか、医療機関、社会福祉施設等の光熱費等への支援や福祉

施設等への省エネ設備の導入支援を進めるとともに、畜産農家等の配合飼料購入費など農林水産業者への支援や、交通・貨物運送事

業者の事業継続に向けた経費などを予算化。

○ また、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に対応した道路・河川など各種の公共事業費を計上するとともに、中小企業

等の販路開拓への助成やＴＰＰ対策としての大区画ほ場整備などに要する経費を予算化。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。
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○農産物共同利用施設等原油価格高騰対策費 １５４,８１０
みやぎ米推進課、園芸推進課

農産物共同利用施設等に対する光熱費等のかかり増 し経費への助成

園芸農業原油価格高騰対策費 ２３１,７００ （69,200） 園芸推進課
園芸農家に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○学校給食用牛乳生産支援費 ４１,２００ 畜産課
学校給食用牛乳生産者に対する事業継続への支援

○畜産生産資材価格高騰対策費 ５６６,０００ （1,638,000） 畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費や酪農家に対する光熱動力費への助成

○水産業原油価格高騰対策費 ３８,０００ 水産業振興課
産地魚市場が水揚げ漁船に対して行う原油価格高騰対策への助成

○高齢者施設省エネルギー設備導入支援費 ３２６,７３５ 長寿社会政策課
高齢者施設の省エネルギー設備導入への支援

○障害福祉施設省エネルギー設備等導入支援費 ３３２,０２７ 障害福祉課
障害福祉施設の省エネルギー設備導入等への支援

○交通事業者等支援費 ２６０,２００ （194,200） 地域交通政策課
乗合バス、タクシー、自動車運転代行等の各事業者に対する事業継続へ

の支援

（１）生活者支援
○生活困窮世帯支援費 ４８,０００ 社会福祉課

生活困窮世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○ＬＰガス料金負担軽減支援費 １,１９０,０００ （1,360,000） 消防課
ＬＰガス料金を値引きする販売事業者等への助成

（２）事業者支援
○私立学校原油価格高騰対策費 １４６,０００ （154,000） 私学・公益法人課

私立幼稚園等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○生活衛生事業者原油価格高騰対策費 １４,４００ （20,000）
食と暮らしの安全推進課

一般公衆浴場及びクリーニング所に対する燃料費のかかり増し経費への
助成

医療機関等物価高騰対策費 ５８０,５３９ （845,519） 医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

社会福祉施設等物価高騰対策費 ３７９,０８２ （368,098）
長寿社会政策課ほか

高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設等に対する光熱費等のか
かり増し経費への助成

農産物直売所等原油価格高騰対策費 ５０,０００（7,000）
農山漁村なりわい課

農産物直売所等に対する電気料金のかかり増し経費への助成

物価高騰への対応１

Ⅲ 主な事業

単位:千円、（ ）：既決予算額

拡充

拡充

拡充

拡充
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障害福祉施設整備支援費 ８８０,３００ （630,393） 障害福祉課
社会福祉法人等が行う施設整備への助成

花粉症解決緊急総合対策費 ９,５００ 森林整備課
スギ人工林の伐採・植替への助成、花粉の少ない苗木の生産拡大

○防災・減災、国土強靱化対策費 ２７,５３５,９８６
農村整備課、水産業基盤整備課、道路課、河川課ほか

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策

校舎等小規模改修費 ２３０,８０１ （126,746） 施設整備課
特別支援学校の照明設備のＬＥＤ化

○貨物運送事業者支援費 ６２７,０００ （527,000） 商工金融課
貨物運送事業者に対する事業継続への支援

補助金交付業務一括委託費 １２,５００ 行政経営推進課
労働者派遣契約による補助金交付業務の一括委託

○中小企業等再起支援費 １４０,０００ 中小企業支援室
エネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業等の販路開拓等への助成

○担い手確保・経営強化支援費 ２００,０００ 農業振興課
経営転換・発展を図る担い手に対する農業用機械等導入への助成

○農地整備費 ３,６２０,３６９ 農村整備課
土地利用型農業の生産性向上に向けた大区画ほ場整備等の推進

○林業・木材産業国際競争力強化対策費 ６９,７５０
林業振興課、森林整備課

木材加工流通施設等整備への助成、原木供給の低コスト化のための間伐
の推進

ＤＸハイスクール推進費 １８０,０００ 高校教育課
県立学校におけるＩＣＴ機器の整備等

Ⅲ 主な事業

新規

持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現２

国土強靱化、防災・減災など県民の安全・安心を確保４

拡充

新規

拡充

人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動、推進３

新規
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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２ 持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
１２月補正

(千円)

● 中小企業等再起支援費 経済商工観光部 中小企業支援室 140,000

● 担い手確保・経営強化支援費 農政部 農業振興課 200,000

畑地化促進費 農政部 みやぎ米推進課 1,400

● 農地整備費（公共事業） 農政部 農村整備課 3,620,369

漁港施設機能増進費（公共事業） 水産林政部 水産業基盤整備課 87,150

● 林業・木材産業国際競争力強化対策費 水産林政部
林業振興課
森林整備課

69,750

森林管理道整備費（公共事業） 水産林政部 林業振興課 63,518

森林育成費（公共事業） 水産林政部 森林整備課 165,456

広域道路ネットワーク整備費（公共事業） 土木部 道路課 40,800

道路橋りょう事業費（公共事業） 土木部 道路課 570,100

３ 人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動、推進
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
１２月補正

(千円)

交通安全施設等整備費（公共事業） 土木部 道路課 519,300

新規 ● ＤＸハイスクール推進費 教育庁 高校教育課 180,000

１ 物価高騰への対応
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
１２月補正

(千円)

（１）生活者支援

● 生活困窮世帯支援費 保健福祉部 社会福祉課 48,000

● LPガス料金負担軽減支援費 復興・危機管理部 消防課 1,190,000

（２）事業者支援

● 私立学校原油価格高騰対策費 総務部 私学・公益法人課 146,000

● 生活衛生事業者原油価格高騰対策費 環境生活部 食と暮らしの安全推進課 14,400

拡充 ● 医療機関等物価高騰対策費 保健福祉部
医療政策課

薬務課
580,539

拡充 ● 社会福祉施設等物価高騰対策費 保健福祉部 長寿社会政策課ほか 379,082

拡充 ● 農産物直売所等原油価格高騰対策費 農政部 農山漁村なりわい課 50,000

● 農産物共同利用施設等原油価格高騰対策費 農政部
みやぎ米推進課

園芸推進課
154,810

拡充 ● 園芸農業原油価格高騰対策費 農政部 園芸推進課 231,700

● 学校給食用牛乳生産支援費 農政部 畜産課 41,200

● 畜産生産資材価格高騰対策費 農政部 畜産課 566,000

● 水産業原油価格高騰対策費 水産林政部 水産業振興課 38,000

遠洋漁業原油価格高騰対策費 水産林政部 水産業振興課 17,000

養殖業物価高騰対策費 水産林政部 水産業基盤整備課 1,500

特用林産施設原油価格高騰対策費 水産林政部 林業振興課 22,741

● 高齢者施設省エネルギー設備導入支援費 保健福祉部 長寿社会政策課 326,735

● 障害福祉施設省エネルギー設備等導入支援費 保健福祉部 障害福祉課 332,027

● 交通事業者等支援費 企画部 地域交通政策課 260,200

● 貨物運送事業者支援費 経済商工観光部 商工金融課 627,000

観光事業者等支援費 経済商工観光部 観光政策課 8,750

港湾運送事業者等支援費 土木部 港湾課 10,202

仙台空港経営支援費 土木部 空港臨空地域課 14,600

仙台空港アクセス鉄道経営支援費 土木部 空港臨空地域課 32,300

新規 ● 補助金交付業務一括委託費 総務部 行政経営推進課 12,500

Ⅴ 主要項目
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４ 国土強靭化、防災・減災など県民の安全・安心を確保
新規
拡充

主な
事業

事業等の名称 担当部局 担当課室
１２月補正

(千円)

拡充 ● 障害福祉施設整備支援費 保健福祉部 障害福祉課 880,300

新規 ● 花粉症解決緊急総合対策費 水産林政部 森林整備課 9,500

● 防災・減災、国土強靱化対策費（公共事業） 27,535,986

県営農道整備費（公共事業） 農政部 農山漁村なりわい課 181,125

用排水施設等整備費（公共事業） 農政部
農村振興課
農村整備課

754,887

防災重点ため池緊急対策費（公共事業） 農政部 農村整備課 570,503

農地整備費（公共事業） 農政部 農村整備課 434,775

水利施設整備費（公共事業） 農政部 農村整備課 37,461

特定漁港漁場整備費（公共事業） 水産林政部 水産業基盤整備課 819,000

海岸保全施設整備費（公共事業） 水産林政部 水産業基盤整備課 121,100

水産物供給基盤機能保全費（公共事業） 水産林政部 水産業基盤整備課 1,437,660

山地治山事業費（公共事業） 水産林政部 森林整備課 743,400

道路橋りょう事業費（公共事業） 土木部 道路課 7,123,220

ダム管理費（公共事業） 土木部 河川課 1,676,935

新・災害に強い川づくり緊急対策費（公共事
業）

土木部 河川課 2,101,200

河川改良費（公共事業） 土木部 河川課 5,226,480

ダム建設費（公共事業） 土木部 河川課 1,400,000

砂防事業費（公共事業） 土木部 防災砂防課 3,482,280

港湾事業費（公共事業） 土木部 港湾課 1,092,420

街路事業費（公共事業） 土木部 都市計画課 331,500

都市公園事業費（公共事業） 土木部 都市計画課 2,040

防災・減災、国土強靱化対策費（公共事業・国
直轄事業負担金）

農政部 農村振興課 56,800

拡充 ● 校舎等小規模改修費 教育庁 施設整備課 230,801

Ⅴ 主要項目
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Ⅵ 第３９０回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧

１ 予算議案（1件）

番号 名称

176 令和５年度宮城県一般会計補正予算
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２ 予算外議案（5件）

（１） 人事議案（1件）

番号 名称 概要

177
監査委員の選任につき同意を求めることについ
て

監査委員 佐々木 喜 藏 氏 （新任）
監査委員 佐々木 功 悦 氏 （新任）

Ⅵ 第３９０回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧
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Ⅵ 第３９０回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧

（２） 条例議案（4件）

番号 名称 概要

178
会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条
例の一部を改正する条例

地方自治法の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 人事課

１ 職員の給与に関する条例で規定された給料表の会計年度任用職員への適用に係
る規定の整備

２ 期末手当の引上げ
年間支給月数：２.５月 → ２.６月（＋０.１月）

３ 会計年度任用職員に対して勤勉手当を支給するための規定の追加

179
職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する
条例

地方自治法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和６年４月１日等
所管 人事課

基準日に育児休業中であっても勤勉手当を支給できる対象職員から会計年度任用職
員を除外する規定の削除
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Ⅵ 第３９０回宮城県議会（定例会）追加提出予定議案一覧

番号 名称 概要

180 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

職員の給与を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 人事課

１ 人事委員会勧告によるもの
（１）給料表の額の引上げ

全ての号俸について行政職給料表で９００円から１２,４００円の引上げ
その他の給料表についても同様に引上げ

（２）期末・勤勉手当の引上げ
年間支給月数（期末手当及び勤勉手当の合計）
４.４０月 → ４.５０月 （＋０.１０月）

（３）医師等に対する初任給調整手当の支給限度額の引上げ
【医師等】 月額 ４１４,８００円 → ４１５,６００円
【獣医師】 月額 ５０,０００円 → ５０,４００円

（４）普通自動車等使用者に係る通勤手当の支給上限額の引上げ
２ 災害派遣手当の支給対象業務の拡大
３ 扶養手当に係る届出先に任命権者から委任を受けた者を追加
４ 定時制通信教育手当の支給対象職員に、栄養教諭を追加

181
特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関
する条例の一部を改正する条例

知事等の給与を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日等
所管 人事課

１ 期末手当の引上げ
年間支給月数
３.３０月 → ３.４０月 （＋０.１０月）

２ 対象者
知事、副知事、教育長、公営企業管理者及び常勤監査委員
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